




夜話：  

超伝導技術が切り拓く粒子加速器・

物理実験のフロンティア 

1. はじめに 
• 超伝導技術応用の発展  
超伝導技術の粒子加速器・素粒子物理実験へ

の応用は， 1960 年代，粒子検出器技術としての

「水素泡箱」を囲む大規模磁場空間生成に始ま

り、大規模粒子加速器・素粒子物理実験フロン

ティアを切り拓く基盤技術として発展した [1]。1 )    
衝突型粒子加速器における超伝導磁石の本格

応用は、Tevatron （Fermilab）加速器に始ま

る。主リング磁石の超伝導化によってコイル電

流密度を高め高磁場を実現した[2-6]。 超伝導高

周波加速空洞によるビーム加速への本格応用

は、Tristan(KEK) 加速器がパイオニアとなっ

た。超伝導化により共振特性（Q 値）を高め、

省電力、高電界を実現した[7-9]。衝突型加速

器・物理実験での超伝導磁石応用は、Pluto 実験

(DESY)に始まり、 Cello 実験（DESY）におい

て、Al-安定化超伝導線の採用による物質的に透

明な大規模磁場空間への道が拓かれた [10-12]。
このコイル透明化技術は、Tristan 実験(KEK), 
LHC-Atlas実験(CERN)、宇宙粒子線観測の分野

に応用が発展した。これらの超伝導技術を基盤

とした高エネルギー粒子加速器・粒子検出器の

進展を図 1 と表１,2 に示す。 

 

表 1. 超伝導磁石、空洞技術を基盤とする加速器の発展。 
Acc. 

(Lab) 
Energy 
!GeV］ 

B 
!T" 

Operation 
!years" 

Tevatron
!Fermilab"# 2!980 4.0 1983‒2011 

HERA!DESY"# 820 4.68 1990‒
2007 

RHIC!BNL"# 2!100 3.46 2000"#

LHC!CERN" 2x3500 
2 x 6800 

4.18 
8.12 

2009~202
2 

Acc. 
(Lab) 

Energy 
[GeV] 

E/G 
[MV/m] 

f 
[GHz] 

Operation
!years" 

TRISTAN!KEK" 2!30 5 0.5 1986-
1995 

LEP!CERN" 2!105 5 0.4 1989-
2000 

CEBAF!JLab" 6 → 12 5 1.5 1995 ~ 

LHC 2!6,800 5 0.4 2009~ 

KEKB!KEK" 3.5$8 5 0,5 1998-
2010 

Super-KEKB 4$7 5 0,5 2016 ~ 

European XFEL 14 24 1.3 2017 ~ 

表 2. 衝突型加速器・粒子検出器用超伝導磁石(例)． 

Name B 
[T] 

Bore D. 
[m] 

L 
[m] 

E 
[MJ] 

CDF  1.5 3 5.1 30 
D0 2 1.2 2.7  
BELLE 1.5 3.6 4 42 
BES-III 1.0 2.9 3.5 9.5 
ATLAS 
- CS 
- BT 
- ET 

 
2 

~1 
~1 

 
2.5 

9.4/19.5 
1.66/10.6 

 
5.3 
26 
5 

 
38 

1080 
2x250 

CMS 4 (3.8) 6 12.5 2600 

 
• 超伝導体応用の特色 
直流応用を基本とする超伝導磁石および高周

波応用を基本とする超伝導加速空洞において適

応可能な超伝導体の特色を表 3 に示す[13]。 
 
表 3. 超伝導磁石、加速空洞用超伝導体の特性。 

Material Tc [K] Bc1 [T] Bsh [T] Bc2 [T] 

Nb 9.2 0.18 0.21 0.28 

NbTi 9.2~9.5 0.067 - 11.5~14 

Nb3Sn 18.3 0.05 0.43 28~30 

MgB2 39 0.03 0.31 39 

YBCO 92 0.01 - 100 

Bi-2212 94 0.025 - >100/30 

Application  RF RF Magnet 

 
 

図 1.  粒子加速器への.超伝導技術貢献 . Tevatron 
(1983), Tristan (1986)以降。 



  超伝導磁石では、上部臨界磁場（Bc2） を上限

とする混合領域での応用となり高磁場応用が可

能となる。 一方、超伝導加速空洞では、純超

伝導領域の上限となる下部臨界磁場（Bc1）を基

本としつつ、 Super-heated 臨界磁場（ Bsh 

>Bc1）領域での応用となる（図２）。 

本夜話では、私自身の超伝導技術応用への取

り組み（表 4）を振り返りつつ、加速器・物理実

験フロンティアへの応用進展、そして未来へ夢

をお伝えする。より詳しい各課題の説明は、本

セミナー(OHO-22)各レクチャーにお任せする。

なお、「夜話」の機会なので、私自身の研究開発

の中で、ユニークに追い続けた究極の課題、「超

伝導スペクトロメータによる南極周回飛翔・宇

宙線観測実験」への取り組みを紹介する。 
 
表 4.  私の超伝導技術応用・支援への取り組み。 

Years  Proje Hosted by 

1980s p1 beamline for 12GeV-PS 
TOPAZ solenoid for TRISTAN 

KEK 
KEK 

1990s 

BESS solenoid ballooning (Canada) 
Muon g-2 storage ring 
WASA solenoid 
Belle detector solenoid 
MEG solenoid  

NASA/ISAS 
BNL 
Uppsala 
KEK 
Tokyo/PSI 

2000s 

LHC-IRQ,accelerator 
LHC-ATLAS detector solenoid 
BESS-Polar balloon. (Antarctica) 
SC p-beamline for T2K v-beam 

CERN 
CERN 
NASA/ISAS 
J-PARC 

2010s 
SRF R&D & STF linac (S1-Global) 
ILC Technical Design Report 
Muon g-2 ring, moved and re-used 

KEK 
ILC/GDE 
Fermilab 

2. 加速器における超伝導応用 

超伝導磁石の役割と応用 

粒子加速器における荷電粒子の運動量と円軌道に

必要な磁場の関係は p＝qRB で表わされ（p：運動

量，q：電荷，R：曲率半径，B：磁束密度(磁

場)），光速 c 電化 q を１と扱うことによって便宜的

に p [GeV/c] = 0.3 RB [m・T]と表される．エネルギ

ー（運動量）を高めるためには，磁場を高めること

が不可欠となる．鉄ヨークに依存する常伝導磁石で

は，鉄ヨーク中での磁場の飽和(~2T)が厳しい制限

となる。超伝導磁石では，電流に依存した磁場発生

が基本となり，rot B = µ0J（µ0は真空透磁率，J は

電流密度）の関係式に基づく磁場発生となる．即

ち，高い電流密度を実現することで常伝導磁石の制

限を超えた高磁場を実現する．コイル形状は，正負

の円(楕円)電流をずらして重ね合わせ，三日月型

(cosθ型)に近似される電流分布を持つコイルとす

ることで，均質な偏向(二極)及び収束(四極)磁場を

形成する[14,15]。 

 CERN-LHC 加速器では、同じエネルギーの陽子

を、加速器円周に沿い対向して加速するため，単一

鉄ヨーク構造内に対コイルを組み込み，効率良く逆

向き磁場を生成する．ビーム衝突点直近では，対向

ビームを同一軌道に重ね合わせた後に，単一口径四

極磁石によりビームを強く収束する．LHC 加速器

では，第二種超伝導体である NbTi 合金を用い，超

流動ヘリウム(1.9K) によって冷却することにより

主リング(MR)偏向磁場 8.3T、ビーム衝突点(IR)最
終収束における磁場勾配 210T/m を実現している

（図 3）[16,17]。最終収束磁石の開発には、KEK・

Fermilab が協力し貢献した。LHC は，重心系エネ

ルギー7 TeV での物理実験を 2009 年に開始し，

13.6TeV での物理実験(Run 3) が 2022 年からスタ

ートしている。 
 

 

 

 
図３．LHC-MR双極磁石、IR 最終収束磁石。 

 
 

図２. 超伝導体のマイスナー領域と混合領域。 



 また、ビーム輝度向上を目指した High-
Luminosity (HL) LHC 計画として、ビーム衝突点

最終ビーム収束磁石の大口径・高磁場化を図るた

め、米欧の協力で、Nb3Sn 超伝導磁石の開発が進

められている（図 4）[18-20]。この開発を踏まえ、

将来計画(FCC)を展望し、16 T を目指した高磁場磁

石開発が進められている（図 5）[21-25]。 
 

  KEK では、1980年代に取り組まれた Tristan計
画以来、KEKB, そして SuperKEKB計画に至るま

で、ビーム衝突点・最終収束磁石への超伝導技術応

用が進展した[26-28]。また LHC 計画への最終ビー

ム収束磁石開発の経験を踏まえ、J-PARC から神

岡・T2K- v 振動実験に向けた一次陽子ビームライ

ンへの超伝導応用、また HL-LHC 計画への D1 磁
石開発へと進展した [29-31]。J-PARC 超伝導ビー

ムラインおよび SuperKEKB ・ビーム衝突点にお

いて Belle 粒子検出器に挿入される最終収束超伝導

磁石組み込みの様子をハイライトとして、図 6 およ

び図７に示す。 
 

 
 

・超伝導加速空洞の役割と応用 

 荷電粒子は，電場によるローレンツ力(F = eE) 

を受けて電場方向に加速される．シンクロトロ

ンでは円周上の限られた直線部に加速空洞が配

置され周回毎に加速される．一方、線形加速器

（リニアック）では，直線状に連結された高周波

加速空洞中をその共振周波数と同期して粒子が

通過し加速される． エネルギー効率良くビーム

を加速するために，超伝導加速空洞技術が基幹

要素技術となっている[8,9, 32, 33]。 

 高エネルギー加速器に使われる超伝導加速空

洞は，定在波（相反進行波の重ね合わせとも言

える）モードを基本とし，超伝導高周波加速空

洞材料には，第二種超伝導体の中から Bc1 が高く

成形性の良い Nb材が用いられ、以下の特色をも

つ： 

• ⾼周波表⽪抵抗が低く、電⼒効率が⾼い 

 
図 6. J-PARC-T2K n振動実験・超伝導一次陽子

ビームライン. 

 
図 7. SuperKEKB ビーム衝突点最終収束超伝導

磁石システムの Belle 粒子検出器への組み込み。  
 
 
 

 
 

図 4.加速器超伝導磁石磁場の進展と、HL-
LHC における Nb3Sn最終収束磁石. 
 

 
(a)  

(b) 
図 5. (a) エネルギーフロンティアを目指した

高磁場超伝導磁石開発の進展, (b) FCC 計画で

の 16 T Dipole の電磁設計（左から、Cos-
theta, Block, Common Coil design）. 
 
 
 
 
図 5. 将来計画に向けた高磁場超伝導磁石開発へ

の展望（筆者による）。Nb3Sn による 16T、

Nb3Sn+HTS による>16 T が目標となる。 



• 共振特性係数（Q0）が⾼く(~1010)  
• ビームパルス⻑を⻑くできる（~10-3秒） 

• ⼤⼝径化でき（> 50 mm） 

• 動作周波数を~1 GHz レベルに最適化 

• ビーム強度・衝突輝度を⾼め易い． 

  

  1980 年代、日本国内における SRF 技術は、飛

躍的発展を遂げた。KEK・Ttristan 計画におい

て、世界に先駆けて超伝導加速空洞によるビー

ム加速が実現、超伝導加速空洞応用としてのパ

イオニアとしての役割を果した[8]。1990 年代に

は、KEKB 計画での超伝導加速空洞による大電

流加速、超伝導クラブ空洞によるビーム高輝度

化へと発展し[34,35]、小林・益川先生ノーベル

賞受賞(2008 年)に至る輝かしい成果に貢献した

[36]。現在、更に高輝度化を目指す SuperKEKB 
計画へと引き継がれている。 
 2017 年には欧州自由電子レーザー(Eu-XFEL) 
電子加速器が完成し、すでに５年を超える安定

した運転実績を重ねている[37]。米国では Linac 
Coherent Light Source II (LCLS-II) 超伝導電子

加速器が、SLAC, Fermilab, JLab の協力によっ

て建設され、完成が近い[38]。このように超伝

導加速空洞技術が成熟し、本格的応用発展期を

迎えるなかで，エネルギー回収型超伝導加速器

(ERL)、国際リニアコライダー(ILC) を目指し

た研究開発が、KEK が中心となって進められてい

る[39,40]。  

 Eu-XFEL，LCLS-II，ILC 計画に於いて共通

な基盤となる楕円型超伝導加速空洞(共振周波数

1.3 GHz)電磁場，構造断面を図 8に示す。高周波

加速空洞内ではビーム軸方向に高周波(1.3 GHz)

加速電場を発生する。一方，rotH ∝ dE/dt に従
い，空洞内表面・円周に沿って磁場を誘起す

る．空洞最小内径部（アイリス）でのピーク電

界と，空洞最大内径部（赤道）でのピーク磁場

によって超伝導特性が制限される．特に赤道部

での磁場が臨界磁場を超えることが、結果とし

て電場性能を制限する. 

  超伝導加速空洞における電界性能は，1980 年

代に KEK-Tristan, LEP、CEBAF などで〜5 
MV/m でのビーム加速実用化後，着実な進展を

果した。図 9に示すように、実験室レベルでの単

セル空洞では 60MV/m に近づく性能を達成し、

多連空洞では 50MV/m近くに達している[41]。  

 超伝導加速空洞性能を引き出す鍵として、空

洞内表面処理の研究開発が国際的に進展してい

る。特に Fermilab チームによる取り組みによっ

て、図 10 に示すように、共振性能（Qo）の向上

と共に、50 MV/m に迫る電界を達成する表面処

理が見出された[42]。 

 

 
 電子・陽電子衝型加速器のエネルギーフロン

ティア計画として，超伝導高周波技術を基盤と

した『国際リニアコライダー計画』（ILC）が提

案されている。 2013 年には技術設計書 (TDR: 
Technical Design Report) を出版、2017年には

Higgs Factory に照準を 合わせ た ILC250 
(250GeV) を第一期計画に定めた[43,44]。主線

形加速器部分には約 8000 台の空洞を必要とし、

加速電界は、31.5 MV/m を想定している。 

 
図 10. SRF表面処理R&Dによる性能の向上。 

 
図 9. 超伝導加速空洞電界の進展 

  

  
 

 
 

図 8. 高周波電場によるビーム加速と 9 連加速空洞， 



 KEK では、2010 年超伝導高周波試験施設

(STF)において、国際協力により持ち寄られた 8

連結された９連加速空洞・クライオモジュール

（S1-Global）による SRF性能実証に成功するとと

もに[45]、国内で開発された超伝導加速空洞を

連結し，線形加速器プロトタイプとして組み上

げ(図11)，2019年には、KEKにおいても、超伝

導加速空洞による線形ビーム加速実証実験に成

功している[46] 。また KEK における超伝導加速

空洞研究、性能向上に向けた技術開発の進展に

ついては、OHO-21 セミナーで丁寧に報告され

ている［47, 48］。 

 

3. 粒子検出器における超伝導磁石応用 
・役割と特⾊  
 高エネルギー粒子衝突反応を精密に観測する

素粒子物理実験では、生成された二次粒子の運

動量と速度を測定し、粒子を同定する．運動量

分析に利用される磁場形状はソレノイド、トロ

イダル、ダイポール型に大別されるが、 多くの

場合、加速器ビーム軸と磁場方向を並行に配置

し加速器ビームへの影響を抑制したソレノイド

磁場が用いられている。衝突反応による二次粒

子の運動量直角方向成分を測定する。磁場中で

の荷電粒子偏向による円軌道に沿った直線から

のずれ s (サジッタ）は図 12 に示されるように

近似される[49]。 

 

s [m] =r (l-cosq/2) = ~ prq 2/8 = qBL2/8r 
 = 0.3 BL2 /8r [Tm2/GeV/c] 
 

 

ここで、r は軌道曲率半径、q は偏向角、B は磁

場（磁束密度）、L は磁場中の軌道長、p は運動
量である。運動量測定分解能 dp/p は p /BL2に比

例し、s は磁場に比例するので、大きな磁楊空間

が有効である。 

 超伝導磁石技術は磁場空間の大型化を可能に

するだけではなく粒子検出器中の物質の低減と

いう基本的な要求に応える。磁石（コイル）の

外側に配置される測定器で観測する粒子は磁石

の壁を通り抜けなければならず、その際にエネ

ルギー損失、散乱等を引き起こす。超伝導コイ

ルを使うことで物質量を低減（薄肉・透明化）

し、それらの影響を最小化することができる。

超伝導技術を用いることによってコイル電流密

度を一桁以上高めることができ、磁場 1~4T に至

る衝突型粒子検出器用大型超伝導磁石が実現し

た[10-12]．例として、ATLAS および CMS 粒子

検出器およびソノイドコイルの断面図を図 13 に

示す。 

 衝突型加速器用粒子検出器の代表例として、

LHC-CMS 実験ではソレノイド磁場を採用してい

る[50]。コイルが発生する電磁力（フープ力）

を超伝導コイル自身が支持できるよう、コアと

なる純アルミニウム安定化超伝導線と高強度ア

ルミ合金構造材を複合化する技術によって、物

質量を低減しつつ高強度化を実現し，中心磁束

密度 4T (定常運転、3.8 T )の磁石開発に成功し

た。 

 LHC-ATLAS 実験では、ソレノイド磁場とトロ

イダル磁場を併用している[51,52]。衝突点を囲

む中央ソレノイド磁場を用い、衝突で生成され

た二次粒子の精密な運動量分析を担い、外側の

トロイダル磁場によってミューオン運動量の精

密測定を担う複合磁場システムである。中央ソ

レノイドコイルの外側には液体アルゴンを用い

た電磁カロリメータが位置し、その分解能を高

める為、ソレノイドコイルの薄肉化・透明化が

求められた。このため， 

 

• 高強度アルミ安定化超伝導コイル， 

• 高速クエンチ伝播・保護 

• 独自の真空容器壁を持たない（共有） 

 

の技術を積み重ね、中心磁場 2T、物質量 0.66X0 

(輻射長:後述）の超伝導ソレノイド磁石が実現

した[44]。ソレノイド外側には、中央部、両端

部それぞれ円周方向に 8 コイルで構成されたトロ

イ ダルコイルが 配置されている。磁場空間が自

 
図 11. KEK-SRF 試験施設 (STF)．加速電界 33 
MV/m によるビーム加速に成功. 

 
図 12.荷電粒子の磁場中での偏向サジッタ(s)。 



己閉回路となるため、鉄リターンヨークが不要

となる。荷電粒子はビーム軸方向に偏向され、

前後方に磁場空間を通過する粒子軌道が長くな

り分解能が向上することが大きな特徴となる．

一方、8 個のデイスク状のコイルの組み合わせと

なるため、有効利用可能な分析磁場 空間(~l T ) 
に対してコイル内ピーク磁場 (~5 T) が非常に高

くなる。 

  KEK では、1970 年代に始まった Fermilab 
CDF 実験のための超伝導ソレノイドの基礎開発

への協力から、Tristan-TOPAZ、-Venus, -AMY 
実験、KEKB/-Belle などを経て[11]、CERN-
LHC-ATLAS 検出器ソレノイドへと発展した。 

 

• 粒⼦検出器⽤超伝導磁⽯技術： 

指標 - E/M比： 粒子検出器では、大きな磁場

空間をできる限り少ない物質量で生成すること

が要請される。その性能を表すスケーリングパ

ラメータが蓄積エネルギー／コイル質置(E/M) 比
である．均ー磁場ソレノイドコイルを仮定した

場合、以下のように表すことができる[10,11]。 

 
E/M = (B2/2µ0) R/2g = sh/2g 

 
ここでBは磁場、µ０は真空透磁率、Rはコイル平

均半径、gは平均的なコイル物質密度、sh はソレ

ノイド磁場で生成されるフープ応力である。E/M
比は熱力学的エンタルピーH [kJ /kg] にも相当
し、E/M = H (T2 ) - H ( T1)とも表すことができる。

T1 は超伝導運転中のコイル温度、T2 は超伝導コ

イルクエンチ後、電磁蓄積エネルギーがコイル

に吸収された後の平均温度である．発生した抵

抗をジュール熱としてコイル内で消費し、コイ

ルの温度が T１から T2まで上昇する. E/M比は、

超伝導コイルのクエンチ後、何度まで温度が上

昇するかの目安となる。 
 例として、E/M 比 5 kJ/kg として超伝導コイル

を設計した場合、クエンチ後のコイル平均温度

は 60 K 以下に留まり。熱歪みが発生する> 80 K
より十分に低く保たれ、機械構造設計の安全性

が確保される．LHC-ATLAS ソレノイドでは、非

常時に、全エネルギーがコイルに吸収されるこ

とを前提とし E/M比 7 kJ/kg に最適化された。

LHC-CMS 超伝導ソレノイドでは、コイルに蓄積

される電磁エネルギーの 1/2 を外部に取り出すこ

とを前提条件とすることによって、E/M 比 12 
kJ/kg (コイルヘのエネルギー吸収は~6 kJ/ kg )を
実現した．図 14に E/M 比の進展を示す[12]。  

  
 

 
ATLAS                                   CMS 

(a) 

 
(b) 

図 13 (a).  ATLAS、CMS 超伝導ソレノイド磁石の

概念、および(b) ATLAS ソレノイドコイルの、検出

器トロイダルコイル空間内への組み込み。 
 

図 14. 粒子検出器用超伝導磁石における E/M 比 



透明度（輻射長）： コイルの低物質・透明度

は、物理実験の立場から直接的な目安となる

「輻射長」で表されることが多い[49]。理想的な

無限長ソレノイドコイルにおける磁場は rot B = 
µ0 J で表され，無限長コイルにおける均質磁場で

は B = µ0 nl となる。 J はコイル単位長あたりの

平均電流密度，n は単位長あたりのコルターン数

である．半径 R 方向に必要なコイル厚さ t は、コ

イルを一様な物質と仮定した場合,

t  =  (R/sh) pr = (R/sh) B2/2µ0   
= (sh 2µ0)-1 RB2

で表される 9.10)． ここでsh はコル内フープ応

力、pr は径方向内圧力である。輻射長に換算す

と、X = t/X0 に規格化される。ここに X0はコイ

ルに使用される物質の 1 (単位) 輻射長である。

必要なコイル厚さはRに比例することが分かる。

大規模空間を必要とする粒子検出器用超伝導磁

石の場合、コイルの厚さは クエンチ時にエネル

ギーを消費し吸収する安定化材断面積と安定化

材の強度のバランスで決まる。安定化材には銅

よりも輻射長が長くより高強度化されたアルミ

ニウムを用いることが有利となる。ATLAS ソレ

ノイドでは液体アルゴン電磁カロリメータとク

ライオスタットを共有し、クライオオスタット

物質の節約も合わせ、中心磁場 2 T、半径 1.25 m
において、輻射長 0.66 X0を実現した。

アルミ安定化： 大きな蓄積エネルギ一を持つ

粒子検出器システムでは、超伝導線素線の周囲

に配置する安定化材がコイル構造における主た

る物質量となる。この安定化材にアルミニウム

材を採用することより（銅安定化材に比べ）物

質量を著しく低減することができた。

 粒子検出器用超伝導磁石のアルミ安定化超伝

導技術は、日本が貢献した Fermilab-CDF 実験用

超伝導磁石開発に際し，「Nb-Ti/Cu とアルミ安定

化材の同時押し出し法による一体成形」技術開

発の成功が礎となった[53]。それを起点として

応用が広がり、LHC での ATLAS および CMS 実

験用超伝導磁石の開発に至り、高強度アルミ安

定化超伝導線技術が確立した[11,12]。 

ATLAS ソレノイドでは、純アルミ材（純度

>99.999%) に Ni を微量(1,000ppm)添加し、同時

押し出し法による一体成形後、冷間加工を加え

ることによって通常の銅安定化材を超える高強

度化を実現した．アルミ安定化超伝導体全体と

しては、140 MPa (@ 4.2 K) を超える強度 (0.2% 耐
力）を実現した。 CMSソレノイドでは、磁場 4 
T に対るため、さらなる高強度化が求められた。

安定化材を含む超伝導体の断面が大きいことを

活かし，機械的構造材となる高強度アルミ合金

材を電子ビーム溶接によって純アルミ安定化超

伝導材の両端に接合する工法が開発された。こ

れによって，Al 安定化超伝祁線全体として強度

が 250 MPa (@ 4.2 K) を超える開発に成功した。

ATLAS および CMSでの経験を融合すること

で、将来アルミ安定化超伝導線の強度を >300 
MPa (@4.2 K) に高めることが期待される

[54]。ATLAS 実験用超伝導ソレノイドで開発

された高強度アルミ安定化技術(ATLAS)およ

び高強度アルミ合金電子ビーム接合技術

（CMS）を融合させた高強度アルミ安定化超伝

導線技術開発が重要な開発課題となる。 

伝導冷却： 物理実験用超伝導磁石では、物質

量低減の観点から超伝導コイル伝導冷却技術

が、重要な基盤技術となる。図 13 に示されてい

るように、アルミ安定化コイルの外径側に配置

されたアルミ・サポートシリンダー外表面に、

部分的に冷却配管を分散配置し、二層流ヘリウ

ムを循環させ、超伝導コイルを間接的に（伝

導）冷却する。冷凍機からの圧送による強制循

環、または超伝導磁石上部に配置したリザーバ

ーからの高低差（重力）を活用したサーモサイ

ホン方式が用いられる [55]。

・純アルミストリップによる高速熱伝搬

ATLAS 超伝導ソレノイドでは、コイル内表面、

コイル軸方向に沿って、純アルミストリップが

配置されている。これは、図 15 に示されるよう

に 純 金 属 （ 特 に 純 ア ル ミ ニ ウ ム ： 純 度

>99.999%）が極低温で極めて高い熱伝導特性ピ

ークを持つ特色を活用し、コイル軸方向への高

速熱・クエンチ伝搬を実現し、コイルの安定

性、安全性を高めることに貢献している[10,11]。

図 15.純アルミ熱伝導特性 (極大 @ 10K)。



・応用の広がり： 
宇宙観測への応用「南極周回気球・超伝導スペ

クトロメータによる宇宙線観測」: 高強度アルミ

安定化超伝端磁石技術を活かした薄肉超伝導ソ

レノイドの開発により、中心磁場 1 T、口径 0.9 
m のソレノイド型超伝導コイルを、輻射長0.1 Xo 
(プラスティックシンチレータ、1 cm 厚さに相

当）の薄肉超伝導ソレノイドを実現した。コイ

ル本体およびソレノイドが組み込まれた宇宙線

検出器を図 16 に示す。永久電流化された超伝導

スペクトロメータは、カナダおよび南極周回飛

翔（高度 35 km) 実験において，宇宙線反陽子の

精密観測、宇宙反物質探索実験に貢献した[56-

58]。（夜話では、トピックスとして紹介する）。 

 

ミュオン実験： KEK と日本原子力研究開発機

構(JAEA) の協力で推進されている大強度陽子加

速器施設(JPARC) において、ミュオン（μ）を

プロープとした素粒子実験にアルミ超伝導磁石

技術が深く貢献している[59-60]。から取り出さ

れた一次陽子ビームか ら生成されたパイオン

（π）の崩壊によって生成されるμビームを用

い、μ稀崩壊観測実験(COMET) が計画されてい

る。この実験では、π生成、μヘの崩壊チャネ

ル、μビームトランスポート、崩壊モード観測

スペクトロメータに至る全システムに超伝導ソ

レノイド磁石が採用され、アルミ安定化超伝導

磁石技術が駆使されている。  

ミュオン異常磁気能率の超精密測定実験では、

1990 年代から現在まで、ブルックヘブン国立研

究所（BNL）から Fermilab に引き継がれて 継続

推進されているミュオン精密実験において、ミ

ュオン蓄積リングなどにアルミ超伝導ソレノイ

ド技術が本質的な役割を果たしている[61-63]。 
 

重力波探索: 素粒子物理実験における薄肉超伝

導ソレノイド磁石を冷却するための伝導冷却

技術は，KAGRA 低温鏡冷却に応用されている

[64-67]。地下、超低振動環境という厳しい要

求のなかで、観測感度を高め、鏡を効率よく

冷却するために、素粒子実験・超伝導磁石の

開発を通して実績を持つ伝導冷却技術が応用

された。新たに開発された極低振動小型冷凍

機技術[と合わせ、重力波探索実験での熱雑音

の低減、観測感度向上に重要な役割を果たし

果たしている。 

4. まとめ： 
これまでの歩み 

高エネルギー物理学研究所（KEK、現・高エ

ネルギー加速器研究機構）がつくばに設立され

て間もなくの 1977 年、日本における粒子加速

器・超伝導技術応用の道を切り拓かれた（故）

平林洋美先生のもとに若手数名が集められ、そ

の一員として私の超伝導技術への取り組みが始

まった。KEK 陽子加速器・超伝導２次ビームラ

イン [68]、TRISTAN 電子・陽電子衝突実験

(TOPAZ)・アルミ安定化超伝導磁石[69]、米国・

ブルックヘブン研究所におけるミュオン異常磁

気能率(muon g-2) 係数超精密測定実験・超伝導

磁石[62]、南極周回気球・超伝導スペクトロメー

タによる宇宙起源反粒子探索[58]、そして欧州原

子核研究機構(CERN)大型ハドロン衝突型加速器

（LHC）・ビーム最終収束磁石[16]、ATLAS 実験

超伝導磁石開発[51]等、約半世紀に亘り、粒子加

速器・粒子検出器超伝導磁石技術応用の黎明期

から飛躍的発展ととともに歩むことになった。

この間、次世代を担う多くの仲間、人材が育成

され、現在さまざまな計画のリーダとなってこ

の分野を先導役を担っている。JPARC における 
ニュートリノ振動実験・一次陽子ビームライン

  
 

 
 

  
 

図 16. BESS スペクトロメータ・南極周回気球観測. 



およびミュオンビーム実験[29-31]、KEKB-Belle 
実験[71]、Super-KEKB 加速器・衝突点ビーム

収束[27,28]、CERN-LHC ビーム輝度向上計画 
(HL-LHC) [30,31]、そして将来に向けて、周長

100km に及ぶエネルギーフロンティア円形衝突

型加速器(Future Circular Collider: FCC) 高磁場

磁石 (> 15 T)、高温超伝導磁石の基礎技術開発

[24] が推進されている。 
 2007 年、私は、電子・陽電子衝突型加速器・

将来計画となる「国際リニアコライダー・国際

設計チーム：ILC-GDE」に参画し、超伝導技術

開発国際協力推進に取ことになり、専心してい

た超伝導磁石技術から超伝導加速空洞技術の世

界に飛び込むこととなった[72,73]。多くのエキ

スパートに学びつつ、 ILC 国際設計チーム

（ILC-GDE） の立場で国際協力の推進役を要請

された。2013 年、超伝導加速空洞技術開発の進

展を踏まえた技術設計書 (ILC-TDR) の出版に至

り、2017 年には、Higgs 粒子の精密測定に照準

を合わせ、衝突エネルギーを 250GeV とする設

計のアップデートが図られた。 2017 年、欧州自

由電子レーザー施設の完成、物理実験へのビー

ム提供の開始により、超伝導空洞技術を基盤と

した電子線形加速器技術の成熟が実証され、こ

の分野でも、この間、次世代を担う多くの人材

が育ち、現在の開発をリードされている。 
 
・未来への夢 

  私は、基礎科学の進展に、超伝導技術応用を鍵

として参画してきた。「科学・教育・文化」が、

そしてそのために求められる先端技術が、これ

からの日本が担うべき国際的リーダシップの強

い柱の一つであるべきだとの思いに基づく。そ

して、欧州原子核研究機構（CERN）との国際

協力を通し、CERN 設立時の理念に深く感銘を

受け、思いを強くしている。CERN は第二次世

界大戦後の欧州復興に際し、「Science for Peace
（平和のための科学）」を掲げ、1954 年に設立さ

れている。基礎科学推進のために、東西に関わ

りなく人々が協力できる場となり、その精神が

堅持され、発展を続けている[74]。CERNで活躍

する研究者の年齢のピークは 25-30才にあり、今

も次世代を担う若手研究者のメッカとなり続け

ている。私はこの素晴らしい例に学び、日本に

先端基礎科学・先端技術の開拓を担う国際研究

機関（その足掛かりとしての ILC）が実現し、世

界各国から多くの研究者が集い協力する事が、

日本の将来において国際社会に果たすべき重要

な役割の一つであるとの思いを深くしている。

大規模国際協力を求める高エネルギー加速器、

粒子物理学の分野には、それを牽引し推進する

ポテンシャルがある。現在、それらの実現に向

け、全世界的な規模で超伝導技術を基盤とする

技術開発が進められている（図 17）[75]。超伝

導技術は、その実現を先導する要となる。超伝

導技術がさらに発展し、社会・産業貢献への道

を切り拓くことを願っている。 

 
図 17. 粒子加速器分野における将来計画と超伝導技術の貢献。 
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